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社会経営研究１

▶ 家計消費から見た「新聞代支出」の変化とその特徴
 －富裕層での顕著な大幅節減－

久間 繁秋

要旨
1997年のピーク以来新聞の発行部数は減少し続け、一向に歯
止めのかかる気配がない。各新聞経営者や流通担当部署は、新
聞不振の理由を「若年層の無読と高齢者層の新聞離れにある」
との説明に終始している。しかし、新聞不振を年代別の部数状
況という量的視点からだけで説明できるのだろうか。量的説明
以外の視点はないのだろうか。
　本稿では一つの視点として、新聞市場から消費者の新聞購読
行動を『家計消費年報』(2002年-2014年)を用いて検証した。
同年報には、読者が新聞代に支出した金額が世帯種別、所得階
級別に集計されている。市場規模は「販売数量×平均売価」に
分解できるが、ここでは部数という販売数量ではなく、平均売
価の変化から家庭の情報接触経路や所得階級別の新聞購読行動
の変化の特徴などを見たものである。
　その結果、新聞代支出(新聞から見た平均売価)という金額ベー
スで「新聞離れ」を見た場合、新聞が最も頼みとする富裕層に
おいて顕著な支出削減が行われていることが判明した。部数増
を背景に広告収入を確保する新聞の伝統的事業モデルはすでに
齟齬をきたし、インターネットを通した情報収集が消費者の情
報行動の主流として今後も進展が予想される以上、「新聞離
れ」はさらに加速すると思われる。新聞事業はマーケティング

手法の導入などにより、多角的な市場分析・読者像の把握によ
って新たな事業モデルを早急に模索する必要に迫られている。

1．はじめに

　新聞発行部数は1997年の5376万部をピークに、2014年には
4536万部へと840万部も減少1)し、現在も部数減少に歯止めの
かからない状況である。我々に身近な一般日刊紙（スポーツ
紙、専門紙等を除いて）も同期間に451万部減少し、世帯普及
率は82.8%から71.1%へ10%ポイント以上の落ち込みを見せて
いる2)。
　つい最近まで日常的な家庭の情報接触手段として「一家（世
帯）に一紙」が当たり前のように思われた新聞購読習慣は、
1995年のインターネットの本格化を機に次第に様相が変化して
きた。とくに携帯型情報端末の世帯普及率は平成26年末で携帯
電話94.6%（うちスマートフォン64.2%）、タブレット端末
26.3%と急速な伸びを見せ、ニュース視聴の手段としてテレビ
に次いで利活用される3)など、新聞にとっても大きな脅威となっ
ている。 
　部数減少を前に、新聞社の経営者・幹部の多くは口を揃えて
「若年層での新聞無読」、「高齢者層での新聞離れ」を新聞不
振の理由として挙げるが、現状で有効な打開策は見当たらず業
界には閉塞感だけが漂う。新聞業界では部数逓減の理由を上記
の若年層と高齢者といった年代別に把握をするのに留まってい
る。それ以外の要素からの説明は流通現場には伝わってこな
い。3カ月契約の単身若年と数十年の購読歴を持つ読者は、通
常の商感覚からいえば読者対応にも歴然とした差があっておか
しくない。だが、この業界では同じ一部として「価値」は同等
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視する風潮が支配的である。そのため、部数変動には過剰な反
応を示しても、読者ごとの特性は意外に見過ごされることが多
い。
　創刊百年を優に超える新聞各社は今日まで一貫して部数とい
う量を追求してきた。部数こそが社勢の象徴であり、広告収入
の裏付けともなることから、本社経営者層から新聞販売店従業
員に至るまで浸透している“不変の価値”である。全国の新聞
社・販売店がほぼ同様の販売システムを駆使して競争を展開す
る以上、最終的に部数獲得の成否を決めるのは紙面より景品で
あり、最終的には資金力の多寡ということになる。だが、部数
は徐々に減り、なかでも広告収入の落ち込みは激しく、かつて
事業収入の6割近くを占めたのが3割ほどに半減している。各社
とも人件費、流通経費などのコスト削減に力を注いでいるのが
現状で、さすがに採算度外視の販売競争は影を潜めている。
本稿では、若年層、高齢者層といった部数の量的把握とは別
に、読者の属性と新聞購読の関係という別の視点から「新聞離
れ」について考察を試みた。部数の視点に立った年代別読者把
握ではなく、購読料を支払う読者の立場からから見て新聞市場
はどのように変化しているのか、さらにいえば「新聞離れ」は
所得階級とどのような関係があるのかを見た。資料としては、
消費者(読者)の新聞代支出を時系列に把握できる唯一の公的統
計ともいえる「家計消費年報」4)から、読者の属性を「所得階
層別の新聞代支出」を中心に置き、現状で総務省のホームペー
ジから入手できる2002年から12年間の変化を概観した。

2．縮小する家計でも膨らむ情報支出

　2-1　「新聞離れ」を量的説明以外の視点から見る

　読者属性を取り上げ部数との関係を示す資料としては、新聞
各社が広告主に発行する媒体資料がある。当然そこには所得層
と自紙の普及率の関係が示されている。しかし各社の広告政策
もあって若干のバイアスがかかるのはやむを得ず、どの新聞社
も似たような分析に終わっている。また新聞社の多くは定期的
に読者調査を行っている。もちろん世帯年収は調査項目に含ま
れるが、年収に応じて世帯が新聞代金をいくら支出しているか
については重要視されているとは思えない。分析はもっぱら購
読の有無、銘柄の交替と交代先銘柄、主読紙銘柄、販売店との
関係といった消費者の購読行動に重点が置かれているのが一般
的で、所得層と新聞代支出の関係にはあまり関心が向いていな
いと思われる。
　「小売業は立地で決まる」というのが商業の常識である。新
聞販売店にとっても同様で、立地の良し悪しは営業エリアの相
対的な富裕度で決まる。富裕層が多いエリアでは新聞を複数紙
購読する読者が多く支払いも確実で、景品販売の必要性も低い
ため、競合する販売店同士では暗黙の了解のもとに拡張員の導
入などは自粛する傾向にある。つまり市場を荒らさずそっとし
て置くのが互いの利益になるのである。こうしたエリアには所
長歴も長く、新聞社にとって功績のある所長が選ばれ、2代目、
3代目と経営が継続されていく。逆に読者の転入居率が高く、老
朽化した団地、アパートなどの集合住宅の多いエリアでは、景
品によって新聞が選択され、常に読者の維持経費をかけていな
いとライバル店に奪われてしまう。「新聞離れ」はこうした競
争エリアの問題とイメージされがちだが、現実には立地条件を
問わず発生している現象なのである。
家計調査資料は所得と支出の関係について所得階級別にまと
めてあり、新聞購読との関係を見ることで、これまでの世代別
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読者の量的把握による「新聞離れ」の説明以外に、新たな視点
を探り出すことが出来るのではないだろうか。「新聞離れ」は
世代別部数という量的側面だけで判断できるものではない。家
庭が新聞代金にどの程度の支出を行い、その支出金額はこの10
年余にどう変化しているのか、また「新聞離れ」を家計との関
連において考えるのは多角的視点を持つ意味からも意味があ
る。

2-2　情報支出は家計の6.7%を占める
　次の表1で、2002年から2014年の12年間について、家庭が
支出する情報料のうちから10費目を抜粋しその時系列変化を示
した。

情報費目の抽出は、家庭が日常生活において国内外のニュース
や生活・娯楽情報を入手する際の直接的な情報収集コストとし
て10費目に絞ったものである。10費目の支出は費目相互が競合
的な関係を持ち、その推移は家庭の情報化の変容を示したもの
ともいえる。インターネットを媒介とした新たなメディアが伝
統的メディア（マスコミ4媒体）にどのような影響を与えている
かも自ずと明らかとなる情報である。10費目については便宜上
「通信系」、「テレビ系」、「活字系」に3区分5）した。イン

ターネットへのアクセスに必要なパソコン、携帯電話機器類、
情報家電といったハードへの支出については、毎月定例的に支
出する費用ではないため本稿では除外した。調査は総世帯、勤
労世帯、単身世帯などに分けて集計されているが、新聞の商品
特性から考えて「総世帯」平均値を用いた。
　まず概要を見ると、2002年から2014年の家庭における情報
関連支出を概観して、その変化の特徴を指摘すれば、家庭の年
間収入は73万円減少し消費支出も収入減に伴って22万円減少し
ている点である。相対的に家計規模は縮小傾向を示している。
総世帯平均で見る限り、家庭は収入減に合わせて消費を調整し
ていることが良く伺える。一方で、情報支出の変化を見ると、
家計の縮小状態の下でも着実な増加を見せ、12年間で18万円か
ら20万円へと11%もの増加を示している。この点は次項で説明
する。
　家計調査は家庭の支出を「主要10費目」に集計している。生
活に必要な支出を要素別に大項目として分類したものである
が、この支出趨勢からは生活様式の変化などを見ることが出来
る。表2に「主要10費目」別支出金額を示し、情報支出と対比
した。
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「主要10費目」のうち、この12年間に増加した費目は「光熱
水道」12％増、「保健医療」12％、「交通通信」8％の3費目
で、エネルギー消費及び医療費が増加しているのが分かる。対
して、「被服及び履物」、「教育」、「その他の消費支出」は
約2割もの減少を示している。衣食住を中心とした生活の基本指
標類が減少傾向にあるのに対し、情報支出は趨勢値で1.11と増
加しており、情報化社会の進展につれて家庭の情報化も確実に
進行しているといえよう。消費支出合計に占める情報料の割合
は5.6%から6.7%へ増加した。因みに「家計調査」をもとに情
報支出を本稿より拡大して捉えた『情報メディア白書2013』
66）では、2011年「総世帯」での情報支出額は約27万円と算出
し、消費支出に占める割合を9.08％と説明している。
インターネットに象徴される情報伝達技術の革新的進化は家
庭の情報収集に大きな影響を与え、家計は節減しても情報支出
は増加させるなど、次第に生活様式に変化を及ぼしているのが
情報支出の推移からみても容易に理解できる。次項で情報支出
の内訳についてメディア特性ごとに見ていく。

2-3　情報行動は活字系を抑制し通信系へ 
　情報支出をメディア特性から見て3つに区分した（表1参
照）。電話回線や電波を媒介にしたメディアを通信系メディア
とテレビ系メディア、さらに印刷物による活字メディアの3区分
である。（費用項目の分類は注5参照）
この項ではメディア特性ごとに情報支出全体の変化を見てい
く。前項で、家庭の情報支出は家計全体の消費規模が縮小する
中でも着実に増加し、他の主要支出項目と比較しても、その伸
び率は高いことが分かった。だが、情報支出全体は増加傾向に
あるとしても、メディア特性別に捉えると様相はかなり異な

り、家庭（消費者）は各メディアに対する選択を行っているこ
とが浮き彫りになってくる。以下の表3に情報支出3区分別の支
出額とそれぞれの構成比を掲げた。

概観してすぐに判別できることは、この12年間で通信系メデ
ィアへの支出が約2万8千円も増加したことである。伸び率で
26.0％の高率となっている。また、通信系メディアほどではな
いがテレビ系メディアも3千8百円の増額となり、伸び率でも
19.2％を示している。対して活字系メディアは1万9百円の減額
で、20.5％の減少となった。
　さらに表3の右欄で示した3区分の構成比を見ると、通信系は
59.2％から67.0％へ7.8％ポイントの大幅増加だったのに対
し、微増とはいえテレビ系も0.8％増加した。しかし活字系は
29.6％から21.1％へ8.5％減という著しい落ち込みを見せてい
る。
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3区分の構成比の推移から注目されることは、2002年以降、
家庭の一般生活情報の過半は通信系メディアを経由して収集さ
れている点である。テレビ系メディアの構成比は11％台で大き
な変化はなく、通信系メディアの伸びと活字系メディアの減少
が対照的に推移している。つまり活字系メディアが通信系メデ
ィアによって代替されている状況が顕著に表れている。消費者
の情報接触は活字系から通信系へシフトしたのがこの10年余の
大きな特徴である。
　家庭の情報支出額は対象期間中に2万7百円増加し、伸び率は
11.5％で、一見すると着実に増加しているかのように思われ
る。だが3区分別支出額とその構成比を見る限り、家庭の情報
化の進展は活字系メディアへの支出抑制の一方、通信系メディ
アの急激で大幅な増加が果たされていることが良く理解でき
る。
　2001年から始まった「e-japan構想」7)が目的とした「高度
情報通信ネットワーク社会」は、通信技術の革新を通して極め
て短期間に通信系メディアによって新たな市場を創造したとい
える。この新たな市場は、従来の情報支出の対象であった新聞
を中心とする伝統的な活字系メディアの市場を侵食する形で進
行しているのを家計調査年報は良く示している。次項では3区分
に含まれる個々のメディアについて情報支出の特徴を把握し、
さらに新聞支出を中心に5段階の収入階級別項目からメディアの
選択は所得階級とどのような関係を持っているのか検討してみ
たい。

3． 劇的に変化した家庭の情報接触経路

　3－1　情報支出の過半はネット関連へ
　これまで家計における情報収集手段への支出の概要と変化を
見てきた。2002年からの12年間に、家庭での情報接触は通信
系メディアが約7割を占め、その分活字系メディアが約3割から
2割へと構成比を後退させたことが分かった。この項では情報
の3区分に含まれる情報の細目について、所得階級の5段階別指
標を用いて、とくに新聞支出との係りにおいて見た。情報支出
10費目について2002年と2014年を時点対比したのが表4であ
る。

　情報費目を時系列に観察して、家庭の情報接触経路がこの10
余年に様変わりしていることが分かった。とくに移動電話通信
料、インターネット接続料は総世帯平均でも年間約5万円近い増
加を示し、2014年には年額10万7千円へと大きく膨らんでい
る。情報に対する消費者(読者)の情報対応の変化を前に、新聞
についていえば、単なる部数の減少傾向だけからはこれほどの
構造変化を読み解くのは難しいのではないだろうか。家庭の情
報料支出の変容を見る限り、消費者の情報接触経路には劇的な
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変化が生じており、現在も衰えることなく進行しているのが容
易に想像できる。

　3-2　富裕層で大幅な新聞支出の落ち込み
　それでは年間所得階級別の数値を用いて、家庭の情報支出は
どのように変化しているのか、代表的な伝統メディアである新
聞について見ていく。
　まず家計の平均的な新聞支出額はこの12年間に34,766円

（月額2,897円）から29,019円（月額2,418円）へと5,747
円、率にして実に16.5％もの大幅な減少となった。つい最近ま
で「一家(世帯)に一紙」の新聞購読が当然視されていたことを考
えると、新聞の余りの凋落ぶりには驚かされる。日本新聞協会
加盟社でＡＢＣ協会へ報告している一般日刊紙（夕刊2紙を除い
た販売店扱い分）の合計部数は2008年に4332万部あったもの
の、2014年には3881万部へ減少し、対世帯普及率も82.8％か
ら71.1％まで11.7％ポイント低下している8)ことからもその状
況は伺える。

　次に5段階の所得階級別に12年間に新聞支出がどう変化した
かを見ると、平均で5,747円減少したがその内訳は第1階級で
2,774円減、第2階級で1,278円減、第3階級では4,354円減、第
4階級で9,801円減、第5階級で10,532円減と、所得階級が上昇
するにつれて新聞支出の減少額は大きくなっている。富裕層と
みられる第4、第5階級は1万円前後も減少している。これまで
の新聞の購読傾向として、高所得層ほど新聞の併読が多く一般
紙を中心に経済紙、スポーツ紙を購読するというのが業界の一
般的な受け取り方であった。確かに家計調査でも年単位の所得
階級間比較では富裕層の新聞支出は高い。しかし、少なくとも
家計調査の支出額の変化を見る限り、この12年間に支出面で
「新聞離れ」を起こしているのは高所得階級なのは明らかであ
る。その理由としては、併読紙の中止、セット割れ（朝夕刊購
読から朝刊のみの購読へ）の進行などが考えられる。
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現状で新聞経営最大の問題は「若者が新聞を読まない無読化
現象」と「高齢者を中心とした新聞離れ」と量的側面から強調
される。一部の全国紙・ブロック紙を除けば、経営規模的に見
ても平均年商100億円前後の新聞企業にとって、部数減少は経
営者の最大の関心事である。だが、家計調査からは別の側面が
見えてくる。それだけに高所得者層での大幅な購読収入の減少
は新聞界に深刻な課題を突き付けているといえる。
　では、新聞支出を大幅に減らしている高所得者層の情報行動
にどのような変化が生じているのか、他の情報支出との関係か
ら考えてみたい。新聞界では「インターネットに新聞が侵食さ
れている」というのが新聞不振の通説である。情報支出の費目
のうち、インターネット関連では「移動電話通信料」と「イン
ターネット接続料」が該当する。そこで、「移動電話通信料＋
インターネット接続料」の合計支出を新聞支出と対比し、イン
ターネット関連支出は新聞支出の何倍に当るか、2002年と
2014年ではその関係はどのように変化したのかを見ることで新
聞に対するインターネットの影響を計った。図1は2002年と
2014年の時点での新聞支出に対するインターネット関連費の倍
率の変化を、図2では所得階級別に同期間での支出費目別の寄
与率を示し、双方の関係を視覚的に捉えた。
　比較して一瞥できるのは、12年間に新聞支出に対するネット
関連費の支出倍率がすべての所得階級において大幅な増加を果
たしている点である。各所得階級別に新聞支出に対するネット
関連支出の倍率を見ると、第1階級では0.94倍から1.75倍、第2
階級で1.47倍から2.60倍に変化した。しかし、第3階級以上の
階級ではその倍率が大幅に増加するのが図１からも容易に把握
できる。つまり、所得が高まるにつれてネット関連支出倍率は
飛躍的な上昇を見せる傾向にあるのを指摘できる。

　とくに顕著な変化を見せているのは第3階級以上の層であ
る。第3階級では1.67倍から3.71倍へ、第4階級では1.91倍か
ら4.97倍、第5階級では2.06倍が5.00倍へと飛躍的に倍率を高
めている。第5階級については新聞支出が1万円以上も抑制され
ていることは既に述べた。また図2の費目別寄与率では、すべて
の階級で移動電話、ネット接続が家庭の情報料の増加に大きく
寄与しているのが一覧できる。第4階級、第5階級を富裕層と仮
定すると、「新聞離れ」は新聞業界が最も安定読者と頼みにし
ている層で想像以上に進行し、その影響は深刻であるのが理解
できる。
　パソコンを通してニュースや生活情報（娯楽情報を中心に）
を得ていたインターネットの初期から比較すると、これまでに
ブロードバンド回線利用者の増加に伴って携帯電話（中でもス
マートフォン）やタブレット情報端末など多様な情報収集手段
が市場に導入された結果、消費者が情報行動の重心を従来の活
字系メディアから通信系メディアへ一斉に移行させていること
が家計の支出によく表れている。国民が日常の情報活動を行う
上で、インターネットはもはや欠かせない手段であり、すでに
情報接触経路の中心的位置を占めるまでになった。新聞はこう
した変化から取り残されている印象さえ受ける。

4．おわりに

　新聞不振について販売を中心とした流通現場では、その理由
を部数において説明するのが一般的である。またABC報告部数
をはじめ業界指標も部数価値に応じて公表されている。本稿で
は、新聞不振を部数という量的把握以外の視点から模索し、消
費者(読者)の所得階級に中心をおいて家計消費面から検討を行
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った。結果は、これまでに見てきたように新聞にとって最も安
定した読者と思われていた富裕層ほどIT指向が強く、「新聞離
れ」(新聞支出の削減)が顕著に進行していることが判明した。部
数中心の量的把握からは決して伺えない事実である。
　田中(2015)は日米の新聞経営の相違に触れて『日本が恵まれ
ていたのは、富裕層の多い高齢化社会のおかげで、高齢者向け
コンテンツと広告を中心に据えたプリント版新聞が長生きしそ
うなことである』9)と述べる。この見方はいまも新聞流通関係
者の多くに共通した市場観測といって良いだろう。新聞は富裕
読者層によって長生きできるかどうか、所得階層別の新聞代支
出を見る限り、なんとも心もとない印象が湧くのは否めない。
　「一家(世帯)に一紙」が最近までの業界の常識だったことは
前述した。この「常識」を生み出した功績は、他国にも類を見
ない日本特有の戸別配達制にある。そのため、業界の重点課題
は正確、迅速な配達精度の向上におかれ、市場や読者の特性分
析をもとにした販売促進への関心は薄かったというのが実情で
ある。だが、現実にはこの1年に一般日刊紙の発行部数は143万
部10)も減少し、新聞市場では危機的ともいえる溶解現象が進行
している。読者の「新聞離れ」への対応は新聞各社の存続をか
けた課題である。
　そのためにも、市場・読者分析、その特性把握が新聞事業の
今後の戦略にとって重要になってくる。新聞業界には「ジャー
ナリズムとビジネスの両立は難しい」ものとして、これまでマ
ーケティング手法の導入は敬遠されてきたきらいがある。部数
を増やすことが広告単価アップにつながり、さらに増ページ、
集稿量拡大で広告収入を増やすという伝統的な事業モデルはす
でに齟齬をきたしている。いまや情報はインターネットを通し
て入手するものという認識が広範囲に定着したといってよい。

新聞から通信系メディアへの急速な情報接触経路の切り換え
は、今後もさらに進行すると予想される。新聞業界は読者の生
活様式の変化に対し、新たな経営環境に応じた事業モデルの模
索が急務といえるだろう。

(註解)
1)　日本新聞協会『日刊紙の都道府県別発行部数と普及度』
1997年、2014年。
2)　日本ABC協会『2008年-2014年、各年下期平均部数』。
3)　総務省『平成26年通信利用動向調査結果』（平成27年7月
17日）。
4)　総務省『家計消費年報』(2002年-2014年)、http://
www.soumu.go.jp/(平成27年4月16日)。家計調査は総務省が
実施する「基幹統計」(国が行う重要な統計)で、国民生活にお
ける家計収支の実態を把握し、国の経済政策、社会政策立案の
基礎資料となる統計。国内の家計の支出を通じて個人消費を把
握する。全国の世帯から層化3段抽出法により約9000世帯を抽
出し毎月調査を行う。「年報」は毎月の支出額を合計したもの
である。学生の単身世帯や料理飲食店、旅館などの併設住宅世
帯、外国人世帯などは調査の対象外となる。家計の新聞支出額
が分かる唯一の統計である。調査は都市規模別、単身世帯、二
人以上の世帯、総世帯別に集計される。本稿では総世帯の平均
について細目別支出額から抜粋した。
5)　「通信系」には固定電話通信料、移動電話通信料、インタ
ーネット接続費を、「テレビ系」にはNHK放送受信料、ケーブ
ルテレビ受信料、他の受信料（NHK以外のBS視聴料、CS視聴
料、有線放送受信料など）、「活字系」には新聞、雑誌・週刊
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誌、書籍、他の印刷物(学生新聞、宗教新聞、点字新聞)が含ま
れる。
6)　電通総研・メディアイノベーション研究部『情報メディア
白書』2013年版、ダイヤモンド社、2013年。
7)　2000年9月、当時の森喜郎首相が所信表明演説の中で「す
べての国民が情報通信技術を活用できる日本型IT社会を実現す
る」として掲げた構想で、世界水準のインターネット網の整備
などを通して世界最先端のIT国家を目指すというもの。
8 ) 　 前 出 、 日 本 A B C 協 会 『 2 0 0 8 年 -
2014年、各年下期平均部数』。
9)　田中善一郎「次世代ニュース配信で激突？共存？ニューヨ
ーク・タイムズとフェイスブック」、『Journalism』302号、
朝日新聞社、2015年7月、P.106。
10）日本ABC協会『2015年1~6月平均部数』。部数は一般日
刊紙朝刊で販売店扱い分。
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